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この報告書は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に
関する法律（環境配慮促進法）」(平成１６年６月２日法律第７７号)第９条の規定に基づき、作成し、
公表するものです。
■対象組織 国立大学法人 宇都宮大学
■対象地区 峰町キャンパス、陽東キャンパス（工学部等）、附属学校、附属農場、附属演習林、

国際交流会館、学生寮

■対象期間 平成２５年４月～平成２６年３月
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 が国 課題 一つに地球環境 エネルギ 問題があ ます

国立大学 問題解決へ 先導的モデル し 自 が実践し

そ 叡智 社会に還元す こ が求め います 都宮大

学 社会 要請 応 人 養

持 能 社会 形 教育や環境整備等 通 環境保

全 努 理念 環境方針」 策定し 地域 環

境保全や環境負荷 低減等に取 組 います  

学 地域 学 地域 返 地域 大学 支え合い

豊 想 地域 新 知 世界

地域 献活動 努 い

学 地域 献活動 初 行わ 全国 国公

私立大学 地域 献 調査 い 総合第 輝 毎

置 間

連 総合第 地域 献 強い大学

い評価 得 一 皆様方 多大 力

支援 あ 衷心 厚 礼申

地域 献活動 一環 学生 支援室 設置 学生 支援

室 東日 大震災支援活動 え 環境 組 就職活動 支援 非行防 交通 全等 地

域活性 等 活動支援 積極的 行 い  

 地域や自治体 架 橋 地域連携教育研究 設置 全学的

地域 連携 強力 推 体制 整備 地域連携教育研究 設置 終章学

齢者共生社会 支え 人 育 要 役割 担 い

報告書 農学部 木質 利用 や工学部 陽東

東日 大震災 電力消費 推移及 節電対策 学 特色 踏 え 展的 組 紹

い い い 将来 組 更 展 期待 学生主体 環境団体 環

境改善学生 学生 環境意識啓 自主的 作 冊子 Ｙ

特徴的 組 紹 い い い 覧い 幸い

学 社会 開 大学 教職員 学生 一丸 環境保全等 組 社会 期待 応

え い 存 一 理解 力 う 願い申

都宮大学長 武男

．学長メッセー  
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都宮大学 概要

■ 都宮大学 理念 方針

学 人類 福 向 世界 和 献 理念 広 社会 開 大学 質

い特色あ 教育 研究 実践 次 的 方針 定 い

幅広 深い教養 実践的 専門性 身 来 開 人 育

持 能 社会 形 研究 中心 水準 特色 あ 研究 推

地域社会 広 国 社会 学 献 活動 積極的 展開

■構 人員 日現

学生等数 人

学部学生 人 大学 生 人 連合農学研究科 人

教育学部附属学校 学校 人 中学校 人 特 支援学校 人 幼稚園 人

役職員数 人

学長 理 人 人 大学教員 人 附属学校教員 人 務職員 術職員 人

■土地面積

㎡

■建物床面積

㎡

■ 決算

入 百万

支 百万

．宇都宮大学について 
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都宮大学 組織
日現

理 総務･ 務担当

理 研究･産学連携担当

理 企 ･広報担当

総 理 副 学 長

理 教育･学生担当

役 員 会学 長

経 営 議 会

学 長 選 考 会 議

教育研究評議会

査 室

副 学 長

学長特 補

学 部 大 学

国 学 部 国 社会学科

国 文 学科

附属多文 公共圏

教 育 学 部 学校教育教員養 課程

総合人間形 課程

附属教育実践総合

附 属 幼 稚 園

附 属 学 校

附 属 中 学 校

附属特 支援学校

工 学 部 機械 工学科

電気電子工学科

応 用 学 科

建 設 学 科

情 報 工 学 科

附属 創 工学

農 学 部 生物資源科学科

応用生 学科

農業環境工学科

農業経 学科

森 林 科 学 科

附 属 農 場

附 属 演 習 林 船 生 演 習 林

日 演 習 林

国 学研究科 博士前期課程 国 社会研究専攻

国 文 研究専攻

国 交流研究専攻

博士 期課程 国 学研究専攻

教育学研究科 修 士 課 程 学校教育専攻

特 支援教育専攻

開 専攻

教科教育専攻

工 学 研 究 科 博士前期課程 機械知能工学専攻

電気電子 工学専攻

物質環境 学専攻

地球環境 学専攻

情報 科学専攻

学 端 学専攻

創 工学専攻博士 期課程

農 学 研 究 科 修 士 課 程 生物生産科学専攻

農業環境工学専攻

農業経 学専攻

森林科学専攻

学 共 教育研究施設等 地域連携教育研究

雑草 山 科学教育研究

総合

留学生･国 交流

地域共生研究開

教育研究

附 属 書 館

工 学 部 室

保健管理

教育･就職支援

教育

教育研究

教 職

工 学 部 館

工 学 部 室

務 部 局 査 室

企 広 報 部

総 務 部

務 部

学 務 部

学 術 研 究 部

学部 務部等
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理念

地球温暖 資源 や生物多様性 地球環境保全 問 人類 直面 い

大 課 い 自然 豊 環境 保全 通 一人一人 幸 実感 生活 あ

次世 社会 構築 い 求 い

学 地域 知 点 広 社会 献 開 大学 社会 要請 応 人

養 持 能 社会 形 教育研究や環境整備等 通 環境保全 努

方針

学 理念 具体的 実現 構 員 法 及 学 規則等 遵

組 的 改善 努

持 能 社会形 教育研究 推

炭素社会 求 環境問 関 視 実践力 養う 教育

持 能 社会 形 研究 推 社会 還元 学生 対 環境

問 意識啓 環境改善学生 学生参 型 学生支援 積極的

地域 環境保全

環境 関 地域 要請 踏 え 産学連携等 推 地域社会 献

環境 荷 減

地球温暖 対策 推 や 省 対策 向 温室効 排 抑制等 環境配慮行動 積極

的 推 省資源 資源 循環利用 購入 推 学物質管理 徹底等 大学運営

循環型社会構築 配慮 努

環境情報 信

環境方針 環境報告書 環境改善活動等 自己点検 評価等 環境関連情報 大学 等

通 学 教職員 学生や一般社会 積極的 公開

．環境方針 
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４－１  木質バイオマスのエネルギー利用                                   

農学部 准教授 有賀一広 

■木質バイオマスのエネルギー利用とは 

木材は古来より薪や炭としてエネルギー利用されてきましたが、第2次世界大戦後の燃料革命により、石油、

石炭、天然ガスなどの化石資源が主要なエネルギー資源となりました。1990年代からは地球温暖化対策とし

て、2011年3月の東日本大震災以降はエネルギーの安定供給を目的として、太陽光、風力、地熱、中小水力、

バイオマスなどの再生可能エネルギーの利用が促進されています。木質バイオマスについては、国土の

68.5％を森林が占める日本においては資源量が豊富であること、そのエネルギー利用が長い間不振の続く林

業・製材業を基盤とする中山間地域の活性化、ならびに間伐の遅れた人工林の手入れにより森林の公益的機

能維持へ寄与することが期待されることから、特に中山間地域において木質バイオマスのエネルギー利用の

取り組みが進められています。木質バイオマスには林業活動に伴って発生する林地残材などの未利用木材、

製材工場等残材などの一般木材、建設発生木材などのリサイクル木材がありますが、2012年7月に開始され

た再生可能エネルギーの固定価格買取制度では、未利用木材で発電された電気の買取価格が32円/kWhと

高値に設定されたため、全国で未利用木材を燃料と

する発電施設が多数、計画されています。ただし、出

力5MWで年間6万トン程度が必要とされる未利用木

材を買取期間20年間、安定して調達できるかが懸念

されています。 

■栃木県における木質バイオマスのエネルギー利用 

 栃木県においては薪や木質チップが温浴施設や木

材乾燥施設のボイラーの熱源として利用されていま

す。また、佐野市のセメント工場では2009年4月から

燃料の65％（年間10万トン）をリサイクル木材で賄う

25MWの発電施設が、那須塩原市の製材所では

2013年5月から一般木材を燃料とする265kWの発

電施設が、那珂川町の製材所では2014年7月から未

利用木材70％、一般木材30％を燃料とする

2,400kWの発電施設が稼動しています。 

当研究室では栃木県林業振興課、森のエネルギ

ー研究所と共同で、総務省の委託を受け、栃木県が

実施した 2009 年度「緑の分権改革」推進事業におけ 

 

4．教育研究活動 

図 1 2008 年度推定林地残材発生量（トン） 

図 2 森林バイオマス搬出機械 
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る栃木県クリーンエネルギー賦存量（理論的に導き出された潜在的な資源量）及び利用可能量等調査内、森

林バイオマス（林地残材）利用可能量詳細調査及び実証試験調査業務を実施しました。本事業は、地域に広

く浅く存在する森林バイオマスの発生場所と発生量（＝賦存量）を実際の施業実績を元に把握して利用可能

量を推定することと（図 1）、森林バイオマス（林地残材）の搬出・運搬コストの低減化とその利活用を促進しうる

システム（図 2）の導入可能性を検討することを目的に実施しました。推定した利用可能量は栃木県における

森林バイオマスのエネルギー利用計画に用いられるとともに、推定手法は他地域における利用可能量を推定

する際の参考とされています。 

■那須野ヶ原森林バイオマスプロジェクト 

東日本大震災では、栃木県北部に位置する那須野ヶ原地域でも甚大な被害を受け、また、その後の放射

能汚染による影響は大変深刻な状況であります。森林の除染については、落葉等の堆積有機物、枝葉の除

去や間伐など伐採による樹木の除去などが

検討されていますが、これらの除去物質を

木質バイオマスとしてエネルギー利用する

ことで、地域のエネルギー源確保に繋がり

ます。2012～2013年度には、宮沢建設株

式会社、那須野ヶ原土地改良区連合、小

出チップ工業有限会社、松本興業株式会

社、当研究室からなる事業組合によって除

染装置を備えた木質バイオマスガス化発電

小型プラントの開発が実施されました（図

3）。 

■木質バイオマスの改質ガス化・トリジェネ利用システムの研究開発 

2014年度からは木質バイオマスの従来型ガス化炉の後段に、脱硫処理塔、タール・NH3分解反応器とCO2

吸収塔を組み込むことによりガス化率75%, H2/CO比=2のバイオガスを高収量で製造し、電力・熱に加えて、エ

タノール燃料の地域供給を可能とする木質バイオマスの高機能改質ガス化技術の基盤研究を学内および学

外グループメンバーと共同で行っています。 

図 3 那須野ヶ原森林バイオマスプロジェクト 
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陽東 東日 大震災 電力消費 推移及 節電対策
工学部 教授 郡 公子

術専門職員 藤 豊

陽東 前 最大電力消費

生日 日 外気温

℃ 都宮地方気象 観測値 多

部 空調 使わ 時 電力消費

契約電力

回 い 陽東

工学部 研究及 実験棟 他 各

地域共生研

究開 総合

学生支援施設 石井会館 学生寮 陽

東寮 雷鳴寮 含 電力消費

系統 時間間隔 測定 い

電力使用制限 陽東

時間 電力消費 契約電力

% わ

い 空調 電力消費

影響 把握

日 ～ 日水 い

各研究棟 研究室 空調機 ～ 時

℃ 強制的 運転 空調運転 電力

消費 影響 把握 総合研究棟

空調 電力消費 昇

他 系統 い

～ 昇 研究棟 合計

最 空調 使

用 石井会館生 食堂 含 や地域共

生研究開

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
0

200
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1000

1200

電
力

消
費

量
［

kW
］

契約電力：1109 kW

成 ７月 日 前 度夏期最大電力消費量

※1109×0.85=943 kW(15％減)

※1109×0.80=887 kW(20％減)

(b)電力消費量

時刻［ｈ］

24
26
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30
32
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外
気
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［
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］

※宇都宮地方気象台観測値
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1
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際
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1
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棟

空調 増加
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力
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量
［
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］
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6/10 金

6/11 土

6/12 日

6/13 月

6/14 火

6/15 水

6/16 木

6/17 金

6/18 土

6/19 日

6/20 月

6/21 火

6/22 水

※空調 電力消費量 60kWh

ベース電力 54kWh

電
力

消
費

量
［k

W
］

時刻［ｈ］

陽東 最大電力
消費 及 外気温 時刻変動

空調及 電力 電力消費

空調 電力消費 変動

※ 日火 ～ 時

総合研究棟

■陽東 東日 大震災 節電対策

日 東日 大震災 福島第一原子力 電 稼働停 う 電力使用制限

前 期間 最大電力使用 比較 削減 義務 対 陽東 対策 い 示
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第 段階
当番 ー

第 段階
待機 ー

月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  
月第 週  
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー
月第 週  ー ー

特別行事等 場合 使用 出 必要

週

ー ー

※特 特 ー べく空調を使用 い

※第 段階及び最終段階 い 当番 関係 く空調を停止
部 空調を停止

表 各 節電対策実行日時表 節電実施

No

号館 応用化学科

号館 応用化学科 総合研究棟

号館 電気電子工学科

号館 電気電子工学科

号館 機械シス 工学科

号館 建設学科

号館 情報工学科

号館 学際先端シス 学専攻棟

附属図書館 館 閲覧室

保健管理セン ー工学部 室
除外

総合 基盤セン ー

附属 く 創成工学セン ー

コラ ーションセン ー

ス教育研究セン ー

石井会館

学生寮

名称

地域共生研究開発セン ー

附属図書館 館 事務室

表 節電対策実行方法

実行方法 具体的方法

実行条件

消費電力量を契約電力量 %  kW 以 ， %
kW を限界値 設定 ，消費電力量 値を超え 予測 時
点 ，消費電力量を 対策を強化 わ ， ～  kW

ッ ーン あ ，消費電力量 ーン 入 予測 場合
例えば， 間  kW以 場合 ，以 述べ 第 段

対策 ，最終対策 を発動

第 段対策
当番 ー 部 出 部 を除く ， 時～ 時 間，冷

を使わ い

第 段対策
消費電力量 ッ ーン 入 予想 場合 ，待機 ー
部 出 部 を除く 冷 を

最終対策
第 段対策を講 消費電力量 ッ ーン 入 予測 場

合 ，電灯線 出 部 電灯線を除く ー ーを
，全 ー 部 出 部 を除く 冷 を

そ 他
節電対策

照明 節約，パ コン 省電力 ー ， 能 限 節電 努
冷蔵庫 研究用途以外 い 能 限 集約 ， 冷蔵庫を多
人数 利用 冷蔵庫を夜間 冷却 ，日中 電源を

望ま い ，実行 困難 場合 ，設定温度を 高く

避難場
図書館 室 閲覧室 ，室温  ºCを保持 ，暑 避難場

ま ，保健管理セン ー 室 全室を冷 を い部

体制
陽東地区を ー ， 週間 ，当番 ー 待機 ー
を設定

連絡手順
総務係 ン 計を確認 ， 各棟 節電対策員 電話 連絡 ，

各節電対策員 鈴を鳴 周知 陽東地区 教職員 ー
を配信 ，研究室及び学生 周知

設定温度
温度設定 冷 ，コン ーラを  ºC 設定 使用 ，
設定 時間以 経過 ，室温  ºCを超え 場合 ，室温
 ºC ま 設定温度を

考え 契約電力 超え

明

確実 時 電力消費

契約電力 %

段階 対策

第 段対策 空調 電力消費

大 う 表

間 当番 空調

～ 時 間 停 輪番制 行い

表 第 段対策 %

≒ 限界値 計

設定 電力消費 値 超

え 時点 陽東 教職員

空調 停 依頼 配信

待機 担当棟 周知

確認 鈴 鳴 空調停 電力消費 抑え い場合 第 段階 最

終対策 照明や 系統 全 部 空調停 免

部 冷 想定

う 計 節電対策 実行 電力消費 前 比較

外気温 日変動 見 段 及 日 均外温 冬季 い ～

℃ 夏季 い ～ ℃ 様 傾向 示 い 言え 電力消費

共 夜間 い ～ 昼間 空調暖 い

初旬 減少 い 中旬 夜間 い ～ 昼

間 減少 昇 い 対 夜間 程 昼

間 程 い 各種実験機器 停 故 及 節電 思わ
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  2010 ( 成22)
  2011 ( 成23)

0日
積
算
日
射
量

月

日 均外気温度

陽東キ ンパス全体 電力消費量

契約電力 1109kW

※制御電力 880kW(1109×80)

※東日本大震災発生
月 日

東日 大震災前 陽東 電力消費 及 外気温 日変動

※ 電力使用制限 節電対策実施期間

夏季 い 空調冷 昼間 超え い 一方

赤線 前述 節電対策 ～ 程 夏 教室群 空

調 程 抑え う 電力使用 目標値 体調 良

え 人 節電対策 終え

■ ～ 電力消費 比較

～ 陽東 電力消費 見 節電 意識

電気 使わ 夏季 冬季共 空調 い 東日 大

震災 生 減少 電力制限 節電対策

前 比 大幅 減少 冬季 輪番制 空調停 節電対策

い 様 空調停 輪番制 夏

季及 冬季 程 い 間 電力消費 見

あ 減少 様 変動 示 い

比 減少

電力料 見 い 万 い

い 節電 効 万 減少 電気 料 値

万 万 い 電力料 見

万 あ 万 減少

万 万 比 昇 い

■ 向

電力料 削減 緊急 課 節電対策 行う 要 点 検討

陽東 各棟 電力消費 中 最 電力消費 大 い総合研究棟

環境科学棟 石井会館総合 雷鳴 陽東寮 含 電力使用実態 把握

必要 あ 近 耐震改修 共 空調機器 更新 行 応用 学 棟 建設棟
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～ 陽東
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～ 陽東 電力料

～ 陽東
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電気電子棟 空調 熱効率及 電力消費 調査性能評価 省 制御 要 思

わ 建設棟 各階及 各 電 電力消費 測定 始

更 総合研究棟 い 授業 空調 優 い 電力消費

超え い 何 対策 必要 思わ 及 地域共生研究開

使用 ～ 昇 使用時間 電力 大 影響

使用時間 い 検討 必要 あ 思わ

最 東日 大震災 陽東 様々 節電対策 行 教職員及 学生 皆

様 御 力 感謝申
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修士課程 教育学研究科 授業科目 環境教育特論 実践 録
教育学部 教授 山 洋一

■

学大学 修士課程 教育学研究科 授業科目 環境教育特論 い 紹 合わ 者 担当

第 回 容 木県 最近 環境 策 方向性 い 触 い 思い

■大学 修士課程 教育学研究科 授業科目 環境教育特論 全体構

授業 概要 例 様

示 科目 主 研究科

理科教育 家 教育専修学生 修

他専修 学生 開 い 写

授業 概要

第 回 環境教育特論 概要 明 全体

第 回 生物多様性 生物多様性 大

生物学教室 木県

環境保全活動 紹

第 回 松居 持 能社会 黙示録

島 寓 島文明崩壊 例

持 能 開 何 検討

第 回 堀 環境問

第 回 松居 水俣病 深刻 公害病 因 関 追究 法的責任 い 解

第 回 山 水環境 問 視点 水資源問 全 水 供給 い 討論

第 回 山 木県 最近 環境施策 問 地球温暖 対策 動向

第 回 々木 生物多様性 生活文 染織 視点 生物多様性 供給 文 的

生活文 え 影響 持 能 術 展 過程

第 回 々木 環境共生 考え いう社会

現象 紹 環境共生 講者 士 合い

第 回 環境教育 展開 環境 何 環境教育 何 木県環境学習推

指針 木県環境学習 環境保全活動推 指針 環境教育 あ 方

第 回 井 生物多様性 保全 生物多様性 何 生態系 生物多様性

大 生物多様性 脅 生物多様性 保全 対 組 生物多様性

一人一人

■第 回 容 世界 水環境 何 問 ？

者等 執 新訂 地球環境 教科書 講 東京書籍

新訂 改訂 指定 他 配付資料 併用

写 授業 討論 う
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地球 水 惑 いわ 地表面 莫大 雨 降 々 利用 能 水 淡水 限

い 水資源 配 偏 あ 学 視点 水 値

灌漑用水 保全 水 使用 少 い衛生設備 入 仮想水 供給

身近 節水 術 淡水 術 利用 各側面 実効性 う 方策 討論

■第 回 容 木県 最近 環境 策 う い ？

木県 東日 大震災 降 電力需給 迫 県民生活や経 活動 深刻 影響 及

最近 向 戦略 策定 向 地球温暖 対策実行計 見

直 検討 授業 検討 的 考え方 県 目指 姿 到 目標

具体的 組 い 紹 討論

木県環境審議会 会長 学工学部 鈴木 昇教授 審議会地球温暖 対策 部会

部会長 者 報告 施策及 地球温暖 対策 増 積極的 推

容 答申 中 特 注目 容 あ 県 電力自給率 目標

いう 戦略 い 解 う

木県 電力自給率

県 電 県 電力使用

表示

従 電力自給率

向 省 施策

電力使用 削減 い

う側面 再生 能

主 陽 電 及 工業団

地等 散型

主 型 電

生産 大 県 電 増や いう側面 あ 時 推

前述 う 電力自給率 いう意欲的目標 掲 い わ

将来的 電力供給側 需要側 ワ 需給 行う いわ

構築 視 入 い

■ わ

環境問 環境教育 考え 授業 水資源 水環境 う 地球規模 視点

考え 地元 木県 施策 地球温暖 対策 う い

大 授業 う 観点 担当教員 得意 生

設定 的 教育 行 い

 

木県 電力自給率 推移 到 目標
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率 支え 人 優 い
国 学部 准教授 橋若菜

■ ヶ 研修

昨 ヶ 間 私 研修 機会 得 国 学部

教育 学務 業務 免 国 外 研究教育機関 研究 専念 研鑽

積 研修制 活用 い 私 研修 入

大学国 環境産業経 研究 写 博士

博士 初頭 大生産者責任 いう環境 策原則

編 環境経 策研究 第一人者 削減

最 大 影響力 及 う 生産者 資源 回 や 義務

わ 製品 設計 う いう 経 的 用い

策原則 原則 皮 日 含 諸国 韓国 中国

世界中 広 日 え 家庭 容器包装 集

責任 業界団体 あ 実 原則 い い

や 他 様々 策 奏 家庭 率 日 倍

再生 能 入率 日 倍 い 環境 国

あ 人 環境意識 い いわ 比 日 人 環境意識 い

言う人 い う 批 私 常々 和感 感 何 環境 国

い 子連 滞 流 ワ 視 日常生活 え

大 理

■ 日常生活 え

日常 生活 中 気 い 家庭 簡便 楽 いう

日 家 中 保管 決 日時 決 種類 排 一般的

私 い 地域 燃や 集日 路端 直接 避 黄色い

飛 い う 石 積 来襲 避 当番 自治

会 わ 帰宅 夜遅 幼い娘 背 い や石 付 散乱 掃

幾

戦う必要 え 一戸建 中

区 大型 用い 種 生 紙容器 色 燃 無色

紙 容器 属 簡 い 排 蓋 閉 雨

風 耐え臭気 漏 あ 結構 い 輪 あ 動 や

集時 集要員 動 集車 付 あ 集車 付 装置

容器 転装置 自動的 返 空 集作業 効率的 集要員 担や危

険 大幅 軽減 い 顧客情報 載 埋 社

ワ 共 集要員 集状況確認等 利用
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ういう 術 投入 い 新鮮 驚 え

集合 宅 独立 建物 根付 簡易 場 地面埋

式 多様 あ 写 民 や 時間い 排 能

多 整然 い  

■ 利便性 率 関  

何故 う 整然 設 い う 理 一端

策 廃棄物計 大目標 一 家庭 簡

い 掲 廃棄物計 廃棄物 集 空間や場 民 魅

力的 容易 あ 簡 い

策 効 あ う 実 民 対象 無

行い 結 回答 人 割合 全般 い 魅力的

容易 利便性 い 率 明

理 環境 良い 割 料 減 割 多 い理

足 割 関心 割 割 簡便 快適 応え 一方 手間

少数 逆 都宮大 無 式 学生 理 規則 割

多 環境 い 割 倍 い理 面倒 手間 割 わ い 割

う 結 え 魅力的 容易 簡便 確

率 向 役立 い いう 他 環境 優 い い いう実感

日 い 日 わ や い情報 提供 課 あ

料 減 いう 行動 動機付 い 点

行 税 投入 一 民 料 電気料 う 払い 日 場

合 全 税 賄わ いう い 付 必要 う い え 一 言え

日 国民 税 立派 焼却場や処 場等 整備 い 割 家庭 集現場 驚

貧困 言う う 主婦 い 大学 術大国日 驚

覚え い 民 利便性 向 民 国

 

利便性 考え 考え 当 前 策

い環境 支え 理 一
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都宮大学環境改善学生
農学部 治郎

私 都宮大学 教職員 働 大学 点 環境活動 行う学生環境団体 学

生 自 想 知見 生 活動 理念 活動 行 い

■活動紹

Ｙ 行

学生 環境 対 意識啓

Ｙ いう持 運 便利

冊子 作 い

冊子 家庭 学 い

や 地 都宮大学前 時刻表

大学 行 い 物品一覧表 大

学生活 良 う 情報 掲載 い

や 意識 作 実 手

学生 や い 便利 声 頂い い

環境 行

都宮大学 様々 講義 中 環境 い 学 講義

冊子 環境 作 い 環境 各講義 担当

講師 方々 聞 講義 環境 い う 学 学

い い 講義 目的 掲載 い 私

始 都宮大学 環境系団体 活動 い 新 掲載 環境

学務部 力 作 次 新入生 配

い

大学 生 販売 い 弁当 容器 弁当箱

使用 い 大学 いう愛称 い 販売数 回

使い捨 弁当箱 比 排 約半 削減 減 回 率 向

目標 生 学生委員会 力 回 集計及 回 率 公表 行 い

隔 製 元 あ 株 東 工場見学 行 い 新 組

回 率向 目指 学生 対 意識調査 行い 大学生

作 多 学生 知 う 工 い

７．学生サークル活動等 5．学生サークル活動 

環境

Ｙ
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学祭

大学祭 峰ヶ丘祭 排 把握や減 対策

考案 容器販売 学祭参 者 環境啓 活動 目的

活動 行 い 学祭来場者 燃物

割 箸

食 残 指 行い

大学祭期間中 種 毎 計 や 店団体 地

域 方 廃食油 回 行い 回

自動車 燃料 再利用

環境系 参

私 活動 地域 方 知 う

旬 行わ い い 旬

行わ いう 都宮

行わ 環境系 展示 表

Ｙ や 実物 展示

様々 活動 い 使 明

参 あ 各人 展示物

や 容 明 う 練習 積

結 周知

各人 知識 深

■ 展望 課

私 都宮大学環境改善学生 学生 引 張 い 一人 多

人 意識 う働 いう使 あ 活動 私 存

大学 認知 う 回 率 向 い 学生 いう立場 十

生 環境 対 改善策 解決策 提案 い 思い

回 率 公表 調査 様子

指 様子

様子
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授 業 担当講師 学 部 等

自然 山 動物 人間 澤 昭 教育

自然 自然観察入門 橋 滋 教育

自然 生物学 橋 滋 教育

自然 生物資源 科学 井 英明 教育

自然 環境教育 松居 誠一郎 教育

自然 山 考え 松居 誠一郎 教育

自然 大気概論 酒井 保藏 工 学 部

自然 用排水処理 術 酒井 保藏 工 学 部

自然 自然地理学 島 雄 国 学部

自然 森林生態学 大久保 弘 農 学 部

自然 礎土壌学 井 英明 農 学 部

自然 園生態工学 山 拓弥 農 学 部

自然 園生態工学演習 山 拓弥 農 学 部

学 環境 生物 学 池 宰 教育

学 地球環境 学 木 隆 教育

学 環境工学 礎 柿井 一男 工 学 部

学 環境微生物学 柿井 一男 工 学 部

学 応用 学概論 工 学 部

学 応用 学特 講義Ⅰ 環境 全工学 工 学 部

学 環境生 学 山 洋一 教育学部

学 環境 学 吾 農 学 部

生活 消費生活論 赤塚 朋子 教育学部

生活 生活 論 々木 和也 教育学部

生活 生活環境論 々木 和也 教育学部

生活 環境論 雄次 教育学部

生活 環境 準論 長谷川 工 学 部

社会 水素 伊藤 直次 教育

社会 農業 環境 科学 齋藤 潔 教育

社会 社会開 入門 阪 公美子 教育

社会 環境 国 社会 橋 若菜 教育

社会 地域社会論Ⅰ 学 国 学部

社会 論 阪 公美子 国 学部

社会 環境 国 力 橋 若菜 国 学部

社会 環境 国 力演習 橋 若菜 国 学部

社会 地球環境 策論 橋 若菜 国 学部

社会 東 論 国 学部

社会 環境 資源経 学 藤 弘 農 学 部

社会 地域環境 論 孝浩 農 学 部

主 環境系授業一覧 環境 抜粋
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地域 献 業

 学 地域 学 地域 返 地域 大学 支え合い 地域連携活動 推

い 初 行わ 日 経 新聞社 全国国公私立大学地域 献 調査 い 総

合第 来 調査 常 維持 行わ 調

査 全国総合第 連

実施 地域 献 関わ 業 う 環境 扱 業 紹

業 概 要

木県 電気自動車

実証 業

 木県 推 電気自動車 及

業 力 電気自動車

実証 業 関 定

締結 共 実験 開始

県 車 借 学生及

職員 課外活動等 利用 中 走行

特性や充電 関 調査 行

い 得 析 報告

書 木県 提

都宮 役 環

境 推

 都宮 環境 認証 い 民 客観的評価

通 社会的 信任 評価 作業 環境 査 一部

学 学生 担当 昨 回目 環境 査活動

役 査 効 実施 評価 い

木県 森林認証

制 及啓蒙活動

 森林認証 実 組 山林 者 木 業関

者 建築設計 施工業者 木県 林業 及指 業務 担当 職

員 学教員 構 木森林認証 議会 設立 木県

森林認証制 関 様々 組 実施

 業 組 木県 森

林認証 現状 い 析 森林認証制 及啓蒙活動 通

木県 環境保全 地域社会 振興 寄 目指 実

施

地域 環境

活動等支援

業

 大学 演習林 持 術 知識 地域 及 啓 講

習 山作 実践 通 地域 資源 充実 献 目

的 木県環境森林部環境森林 策課及 公益社団法人 環

境 推 機構 い 養 講習会

農学部附属演習林 い 実施

演習林子 開 業  子 招い 森林 索 木工体験等 行い  

6．地域貢献 
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公開講 等

 実施 公開講 や 学部 等 実施 公開講演会等 う 環境

紹

講 等 概 要

銀 靴

新聞社 都宮大学連

携講 ―

 新聞社 特集 銀 靴 交通

素 超 齢社会 迎え 自 運転

齢者 う 移動 生活 いう課 考察

自然  外活動 自然 意識 感 改 自然

魅力 再 見

山 楽

歩 茂木

山 撮 食 語 あう

 茂木 山 風 楽 見 歩 地域

食 味わい 地元 方々 語 あい 最終日 各自 撮

写 持 寄 行い

い い

食 農 視点 食

健康 考え

 射能汚染 食 健康 関心 中 自然農法

菜 育 方 賢い食品 選 方 健康 法 免疫力

生活習慣 心 健康法 幅広 解

射能 賢い あい方

考え

生

 射能 い 科学的知識 習得 射能

相場観 養い 自 射能 あい方 見

い

水 微生物

作物

 土 水 い 再考 対 誤解 払 新

超 性 術 手 い 考え

役 立 気象学  気象 関心 持 い 巷 溢 情報 手 活用 い

知識 解

書館企 展 中 再

考 ～ 日 初

公害 件 学

 環境問 世界的 駆者 あ 地域 偉人 あ 中

生涯 思想 知 う あ

実施

水俣 木 学  社会開 入門 都宮大学国 学部

附属多文 公共圏 等共催 水俣病 者 方々

招 公開講演会 開催



 
Utsunomiya University Environmental Report 2014 20 

講 等 概 要 

中  被害 実態 把握

足尾 森林破壊 渡良瀬川 鉱毒汚染 渡良瀬

川 利根川沿岸 洪水被害 い 論 韓国 研究者

独自 視点 講演

自動車 中間

膜廃 利用

絵 具 開 展開

 廃車 中間膜 術開

式 法 得 中間膜 溶液

利用 新 い い 展開 い

解

来学 ―

来予測 来構想

第 回 全 心 便利

来

観え 科

学 術 能性 課

 科学 術 展 献 歴 や 最 端

術 倫理 問 い 解

奥日 増

森林生態系 影響

 作新学 等学校 英 部 学 全

対象 大連携 日

足尾 尾瀬 生息状況 食害 森林生態系

影響 い 講演

獣害対策 的 考え方

問 喫急性 い

 鳥獣害対策 地域管理 い 講演

自然 織 豊 山

生

講演 農産物

 貝 環境 経 両立 目指 貝 ﾊﾞ 作

構想策定 い 構想 鍵 農産物

や生物多様性 活 地域 い 講演･ 力

広域捕獲推 研修  木県林業 広域捕獲推 研修

等 生鳥獣 管理 い 講演
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学生 活動等

 学 国立大学法人 都宮大学 峰 丘地域 献 通称 峰 丘地域 献 設

立 者 資 者 及 学資 運用 源 運用益 学生 参 地域

献 業 対 支援 い 業 一環 行 活動 一部 紹

■あ 芽生え教室

 業 農学部及 農学研究科学生 企 実施 学 豊 植物資源 活

構 保育施設及 学学生 連携 峰 丘地域 献 学生企 一 実施

 過去 草や虫 回実施 い 回 身近 自然 あ

園児 峰 や 等 木々 落 い 集 帽子 形態

異 一 一 観察 類 木 種類 特徴 あ 学

 

■足尾 体験

足尾 戻 地球温暖 防 活動 毎 わ い 足尾 体験

日 土 学生 職員 参

足尾 銅山 え 一方 鉱山 銅 生 亜硫酸 煙害 山 草木 枯

荒廃 被害 深刻 渡 業

戻 あ 半 程

参 者 回植樹 木々 大 育 足尾 山々 増え 苗木 黒

土 持 急 斜面 あ 足尾 山 育 苗木 一 大 植樹

植樹作業 様子

集拾い い 様子
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消費

消費 全体像

 学 源 使用 表 消費 合計

い 電力消費 消費 他 い

消費 源 段 構 比率

種類

熱 換算値

電気 都 灯油 油 軽油 計

% % % % % % %

% % % % % % %

※ …… 倍

源 使用 異 消費 比較 集計 用い

使用 熱 換算値 乗 算

比 約 消費 増 主 要因 耐震改

修工 使用 い 建物 使用 開始 考え 増減要因 問 点等

把握 うえ 必要 方策 講 改善 努

７．環境パフォーマン  

%

%

%

%
% %

成 度

電気

都

灯油

A 油

軽油

%

%

%
%

%
%

成 度

電気

都

灯油

A 油

軽油

源 消費割合
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消費 算 根 源 使用 購入

使用 源

電気 都 灯油

㍑

油

㍑

軽油

㍑ ㍑

排

 学 消費 伴い排 排 使用 増 東

京電力 株 排 数 及 廃 油使用 削減 前 比 約

減少

排 源

種類

排 数

電気

千

都

千

灯油 油 軽油 計

※ …… 消費 伴い 排 [ｔ] 使用 排 数 乗 算

人あ 消費 及 排

構 員数 人
消費

人

排

人



 
Utsunomiya University Environmental Report 2014 24 

電力使用

 前々 示 全 消費 電力消費

 峰 及 陽東 電力使用 合計 大学全体 割 占 い

電力使用状況 調査 必要 省 対策 講 い

 使用 比較 夏季 冬季 あ 冷 暖 省 対策 効 的

必要 あ わ 建物 大規模改修時 省 機器 積極的 入

利用方法 応 設備電源 う 等 工 い

電力使用 割合

%

%

%
%

% %
%

成 度

峰

陽東

附属学校

松原
附属学校

宝木
国 交流会館

学生寮
附属農場

附属演習林

%
%

%
%
% % %

成 度

峰

陽東

附属学校

松原
附属学校

宝木
国 交流会館

学生寮
附属農場

附属演習林

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

２ 度

２ 度

電力使用
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電力使用 段 段

称

峰

陽東

附属学校

松原

附属学校

宝木

国 交流会館

学生寮

附属農場

附属演習林

船生

計

称
間合計

峰

陽東

附属学校

松原

附属学校

宝木

国 交流会館

学生寮

附属農場

附属演習林

船生

計
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水 使用

 峰 陽東 附属農場及 附属演習林 日 井戸水 使用 井戸水

足 水期 水 使用 い 外 地区 附属学校 附属演習林 船生 常時

水 使用 い 附属学校 水 雨水 利用 水資源 効利用 い

 水 使用 ｍ 前 約 削減 い

水隔 使用

計

水隔 排

計

水隔 使用

水隔 使用
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紙 購入等

集状況

 燃物 燃物及 集 前 約 増

燃物 燃物及 集

燃物 燃物 計

 行 指定区 応 各建物 階 種類 明示 入 等 設置 回

い

箱設置 例

水隔 排

燃物 燃物

成 度

成 度

燃物 燃物及 集
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複写用紙 使用

 大学 いう特性 複写用紙 使用 購入 他 業 等 比 多 い 大

減 容易 あ 両面 や裏面利用 限 増 い う努力

い

複写用紙 購入 箱

計

購入等

 購入法 国等 環境物品等 調 推 等 関 法 い 学 環境 配

慮 製品 調 う努 い 降 調 い 教育研究 必要性等 考

慮 引 環境物品等 調 推 能 限 環境 荷 少 い物品等 調 努

い

物品等 調

 調 方針 い 調 総 対 準 足 物品等 調 割合 目標設定 行う品

目 い 目標 全 物品等 調 実績 目標

公共工

 及 系床 い 準 足 適用品 調 工 使用

建設機械 排 対策型建設機械 い 準 足 機械 使用

学 購入等 細 い 公表 い

→情報公開→国立大学法人 都宮大学調 情報

複写用紙 購入 箱

,

,

,

,

,

２ 度

２ 度
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学物質

学物質 管理

 学 教育研究 必要 様々 学物質 扱 法 特定 学物質 環境

排 把握等及 管理 改善 関 法 各法 則 使用 い

 毒物 劇物 い 密栓 容器 入 容物 明 施錠 薬品棚 管理

納 毒物等 払簿 録 保管状況等 い 定期的 検査 い

廃液処理状況

 学 教育研究活動 排 実験廃液 各 一斉 回 峰 回 陽

東 回 業者 処 委 い

一般産業廃棄物排

汚泥 廃 廃酸 廃油 計

特 管理産業廃棄物排

汚泥

害

引火性廃油

害

強

害

廃

害

廃酸

害

強酸

害
計

廃棄物 扱い

 保管 い 廃棄物 塩 廃棄物 適

処理 関 特 措置法 都宮 報告

厳 管理及 保管 い

 学 保 廃棄物 一部 国 唯一

処理 業者 あ 日 環境 全 業株 処理 行

 日 環境 全 業株 海 業 い 照明器具用

定器 処理 開始 伴い や 処理 行え う必要

務手 入荷姿 録 完了
廃棄物保管庫
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環境配慮活動 組 例

省 対策 地球温暖 排 削減

 様々 省 対策 地球温暖 排 削減 次行

 い 工学部 館 館等 大規模耐震改修工 や大学 使用 物品等

調 省 対策 地球温暖 排 削減 組 実施

断熱 遮熱 省

複 用

 複 枚 間 中空 持

熱 最 移動 や い 窓 断熱性能 冷暖 時 荷

減

照明器具 省

省 型照明器具 用

 従来 水銀灯や蛍 灯照明器具 照明器具や 効率

型蛍 灯照明器具 更新 場 や用途 応 人感

や昼 制御 用い 電力 削減

い

空調 換気設備 省

用

 暖 時 暖気 井 溜 や 空調効率 悪

井付近 暖気 攪拌

温 空調効率 改善 削減

い

空調機集中 用

 空調機集中 入 忘 対策や

各部 運転状況確認 来 温 や時間等 管理

行い 削減 い

再生 能 利用

防災型 陽 電設備 設置

 附属学校 特 支援学校 防災型 陽 電設備 ｋ

× 設置 日中 電 電力 校 消費

蓄電池 給電 非常時 電力 使用

複

空調機集中

防災型 陽 電設備

照明器具
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入

 公用車 更新 電気自動車 車

入

 特 電気自動車 走行 伴う排気 排 あ

地球温暖 排 削減 期待

省 作

 冷暖 使用 増 夏季 冬季 一 省 活動 積極

的 組 う や 省 省 夏

冬 作

環境関連 法規制 遵 状況

学 適用 環境関連 法規制 主 示 い

法規制 関 訟や科料 科 例 あ

公害関連法規制

大気汚染防 法 水質汚濁防 法 水 法 土壌汚染対策法

関連法規制

使用 合理 関 法 地球温暖 対策 推 関 法

廃棄物関連法規制

廃棄物 処理及 清掃 関 法 特 措置法

学物質関連法規制

法 保 法 毒物及 劇物 締法

電気自動車 車

省

冬 表紙

省

編

省

電気機器編

省

夏 表紙
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環境省 作 環境報告 環境報告 載 望 い

目 提示 い 環境報告 目 当又 関連 報告書 載

示

環境報告 目 環境報告書 載 当

的 目

報告 あ 的要件

対象組織 範 対象期間

対象範 捕捉率 対象期間 差異

報告方針

公表媒体 方針等

対象組織 対象地区 対象期間 目次

経営責任者 言 学長

環境報告書 概要

環境配慮経営等 概要

時系列一覧

個 環境課 関 対応総

都宮大学 概要

都宮大学 組織

―

―

環境方針

―

―

消費

紙 購入等

学物質

～

～

環境 等 環境配慮経営 関 状況 表 情報 指標

環境配慮 組方針 及 業戦略等

環境配慮 組方針

要 課 及 業戦略等

組織体制及 状況

環境配慮経営 組織体制等

環境 体制

環境 関 規制等 遵 状況

対応 状況

対応

環境 関 社会 献活動等

環境配慮等 組状況

環境配慮 組方針 戦略等

購入 調

環境 荷 減 資 製品 等

環境関連 新 術 研究開

環境 配慮 輸送

環境 配慮 資源 動産開 投資等

環境 配慮 廃棄物処理

環境方針

環境関連 法規制 遵 状況

学生 活動

地域 献

教育研究活動

学生 活動

地域 献

―

購入等

―

教育研究活動

―

―

―

～

～

～

～

～

―

―

～

―

―

―

8．環境報告ガイドライン 2012 年版 との準拠状況 



 

33 Utsunomiya University Environmental Report 2014  

環境報告 目 環境報告書 載 当

業活動 伴う環境 荷及 環境配慮等 組 関 状況 表 情報 指標

資源 投入状況

総 投入 及 減対策

総物質投入 及 減対策

水資源投入 及 減対策

資源等 循環的利用 状況 業

生産物 環境 荷 産 排 等 状況

総製品生産 又 総商品販売 等

温室効 排 及 減対策

総排 及 減対策

大気汚染 生活環境 荷 及 減対策

学物質 排 移動 及 減対策

廃棄物等総排 廃棄物最終処 及 減対策

害物質等 漏 及 防 対策

生物多様性 保全 生物資源 持 能 利用 状況

消費

―

水 使用

―

―

排

水 使用

―

学物質

集状況

廃液処理状況

―

教育研究活動

～

―

―

―

―

―

～

環境配慮経営 経 社会的側面 関 状況 表 情報 指標

環境配慮経営 経 的側面 関 状況

業者 経 的側面 状況

社会 経 的側面 状況

環境配慮経営 社会的側面 関 状況

―

―

教育研究活動

地域 献

―

―

～

～

他 載 等

象等

環境情報 第 者審査等

―

―

―

―
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